
平成27年度

決  算  報  告  書

自：平成 27年 4月 1日

至：平成 28年 3月31日

社会福祉法人　日野市民たんぽぽの会

ひの拠点区分



1

ひの拠点区分 資金収支計算書
第1号の4様式

(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

(単位:円)

備考差異(A)-(B)決算(B)予算(A)勘定科目

227,632

504,940

78,667

798,686

18,000

56,320

50,100

4,373,734

1,000

209,289

183,626

△336,331

150,648

213,129

△2,700

302,417

23,483

74,250

818,811

576,858

6,200

1,024,384

△50,413

△4,083,489

4,255,000

171,511

1,728,540

1,354,426

20,660

20,660

20,660

△2,590

0

1,686

△1,100

△1,100

△1,100

2,196,221

2,196,221

80,000

80,000

△122,647

△586,767

△586,767

1,566,807

△216,446

△216,446

△10,350

△102,746

△113,096

△71,450

△71,450

294,419

△124,464

169,955

△231,037

622,368

35,060

291,333

350,314

10,680

27,900

23,420,466

349,311

956,374

541,131

409,352

317,871

2,700

830,083

71,517

10,750

3,489,089

4,503,142

268,200

9,595,616

3,050,413

5,183,489

18,295,000

23,478,489

40,895,860

75,947,072

14,428

588,000

178,314

5,511,100

5,511,100

5,511,100

16,684,779

16,684,779

420,000

420,000

1,602,647

48,536,767

48,536,767

67,244,193

216,446

216,446

10,350

102,746

113,096

71,450

71,450

1,885,581

124,464

2,010,045

2,411,037

850,000

540,000

370,000

1,149,000

18,000

67,000

78,000

27,794,200

1,000

558,600

1,140,000

204,800

560,000

531,000

1,132,500

95,000

85,000

4,307,900

5,080,000

274,400

10,620,000

3,000,000

1,100,000

22,550,000

23,650,000

42,624,400

77,301,498

20,660

20,660

20,660

11,838

588,000

180,000

5,510,000

5,510,000

5,510,000

18,881,000

18,881,000

500,000

500,000

1,480,000

47,950,000

47,950,000

68,811,000

2,180,000

0

2,180,000

2,180,000

支
出

収
入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

通信運搬費支出

修繕費支出

印刷製本費支出

事務消耗品費支出

研修研究費支出

旅費交通費支出

福利厚生費支出

事務費支出

雑支出

車輌費支出（事業）

教育指導費支出

賃借料支出

保険料支出

消耗器具備品費支出

燃料費支出

水道光熱費支出

教養娯楽費支出

保健衛生費支出

事業費支出

法定福利費支出

退職給付支出

非常勤職員給与支出

職員賞与支出

職員諸手当支出

職員俸給支出

職員給料支出

人件費支出

事業活動収入計(1)

雑収入

雑収入

その他の収入

受取利息配当金収入

経常経費寄附金収入

借入金利息補助金収入

受託事業収入

その他の事業収入

その他の事業収入

補助金事業収入

その他の事業収入

特定障害者特別給付費収入

補足給付費収入

利用者負担金収入

訓練等給付費収入

自立支援給付費収入

障害福祉サービス等事業収入

外部リサイクル売上事業収入

リサイクル売上収入

拠点区分間製造販売事業収入

外部製造販売事業収入

製造販売収入

外部弁当調理事業収入

弁当調理事業収入

拠点区分間下請事業収入

外部下請事業収入

下請事業収入

就労支援事業収入



2

ひの拠点区分 資金収支計算書
第1号の4様式

(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

(単位:円)

備考差異(A)-(B)決算(B)予算(A)勘定科目

979,398

0

979,398

960,500

6,491,435

△6,500,000

△1,500,000

△5,000,000

△6,500,000

△8,565

△8,565

△8,565

1,095,000

△1,052,800

36,000

0

△1,088,800

△1,052,800

0

42,200

42,200

42,200

△5,646,537

7,000,963

25,319

54,559

54,559

54,559

20,600

20,600

623,229

△5,000

△31,194

100,846

762,000

237,284

946,407

946,407

△14,783

31,336,664

36,760,114

△5,423,450

―

△8,991,435

9,000,000

3,000,000

6,000,000

9,000,000

8,565

8,565

8,565

△2,226,800

2,226,800

10,000

1,088,800

1,098,800

1,128,000

5,794,785

70,152,287

184,681

2,162,191

2,162,191

2,162,191

12,400

12,400

13,976,771

5,000

31,194

209,154

5,213,600

72,716

2,547,193

2,547,193

14,783

32,316,062

36,760,114

△4,444,052

960,500

△2,500,000

2,500,000

1,500,000

1,000,000

2,500,000

△1,131,800

1,174,000

36,000

10,000

46,000

1,128,000

42,200

42,200

42,200

148,248

77,153,250

210,000

2,216,750

2,216,750

2,216,750

33,000

33,000

14,600,000

310,000

5,975,600

310,000

3,493,600

3,493,600

支
出

収
入

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入施

設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

予備費支出(10)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)

備品等購入積立資産支出

施設設備等整備積立資産支出

積立資産支出

その他の活動収入計(7)

（就労）工賃変動積立資産取崩収入

積立資産取崩収入

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

施設整備等支出計(5)

その他の固定資産取得支出

権利取得支出

器具及び備品取得支出

固定資産取得支出

設備資金借入金元金償還支出

施設整備等収入計(4)

その他の固定資産売却収入

固定資産売却収入

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

事業活動支出計(2)

支払利息支出

就労支援事業支出

就労支援事業販売原価支出

就労支援事業支出

雑支出

雑支出

報酬支出

諸会費支出

保守料支出

租税公課支出

土地･建物賃借料支出

手数料支出

業務委託費支出

業務委託費支出

広報費支出
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第2号の4様式

(単位:円)

(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

ひの拠点区分 事業活動計算書

増減(A)-(B)前年度決算(B)当年度決算(A)勘定科目

209,154209,154

5,213,6005,213,600

72,71672,716

2,547,1932,547,193

2,547,1932,547,193

14,78314,783

622,368622,368

35,06035,060

291,333291,333

350,314350,314

10,68010,680

27,90027,900

23,420,46623,420,466

349,311349,311

956,374956,374

541,131541,131

409,352409,352

317,871317,871

2,7002,700

830,083830,083

71,51771,517

10,75010,750

3,489,0893,489,089

4,503,1424,503,142

268,200268,200

9,595,6169,595,616

1,053,3321,053,332

3,050,4133,050,413

5,183,4895,183,489

18,295,00018,295,000

23,478,48923,478,489

41,949,19241,949,192

75,754,33075,754,330

588,000588,000

5,511,1005,511,100

5,511,1005,511,100

5,511,1005,511,100

16,684,77916,684,779

16,684,77916,684,779

420,000420,000

420,000420,000

1,602,6471,602,647

48,536,76748,536,767

48,536,76748,536,767

67,244,19367,244,193

216,446216,446

216,446216,446

10,35010,350

102,746102,746

113,096113,096

71,45071,450

71,45071,450

1,885,5811,885,581

124,464124,464

2,010,0452,010,045

2,411,0372,411,037

費
用

収
益

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

租税公課

土地･建物賃借料

手数料

業務委託費

業務委託費

広報費

通信運搬費

修繕費

印刷製本費

事務消耗品費

旅費交通費

福利厚生費

事務費

車輌費（事業）

教育指導費

賃借料

保険料

消耗器具備品費

燃料費

水道光熱費

教養娯楽費

保健衛生費

事業費

法定福利費

退職給付費用

非常勤職員給与

賞与引当金繰入

職員賞与

職員諸手当

職員俸給

職員給料

人件費

サービス活動収益計(1)

経常経費寄附金収益

受託事業収益

その他の事業収益

その他の事業収益

補助金事業収益

その他の事業収益

特定障害者特別給付費収益

補足給付費収益

利用者負担金収益

訓練等給付費収益

自立支援給付費収益

障害福祉サービス等事業収益

外部リサイクル売上事業収益

リサイクル売上事業収益

拠点区分間製造販売事業収益

外部製造販売事業収益

製造販売事業収益

外部弁当調理事業収益

弁当調理事業収益

拠点区分間下請事業収益

外部下請事業収益

下請事業収益

就労支援事業収益
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第2号の4様式

(単位:円)

(自)平成27年 4月 1日(至)平成28年 3月31日

ひの拠点区分 事業活動計算書

増減(A)-(B)前年度決算(B)当年度決算(A)勘定科目

△6,181,66740,036,05333,854,386

3,000,0003,000,000

6,000,0006,000,000

9,000,0009,000,000

8,5658,565

8,5658,565

2,809,76840,036,05342,845,821

040,036,05340,036,053

2,809,7682,809,768

2,809,7682,809,768

8,0618,061

184,681184,681

184,681184,681

192,742192,742

14,42814,428

178,314178,314

2,801,7072,801,707

72,952,62372,952,623

△1,686,715△1,686,715

3,271,2103,271,210

2,509,3812,509,381

2,509,3812,509,381

2,509,3812,509,381

12,40012,400

12,40012,400

13,976,77113,976,771

5,0005,000

31,19431,194

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

費
用

収
益

特
別
増
減
の
部

費
用

収
益

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

費
用

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

備品等購入積立金積立額

施設設備等整備積立金積立額

その他の積立金積立額(16)

（就労）工賃変動積立金取崩額

その他の積立金取崩額(15)

基本金取崩額(14)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

前期繰越活動増減差額(12)

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

特別増減差額(10)=(8)-(9)

特別費用計(9)

特別収益計(8)

経常増減差額(7)=(3)+(6)

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

サービス活動外費用計(5)

支払利息

サービス活動外収益計(4)

受取利息配当金収益

借入金利息補助金収益

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サービス活動費用計(2)

国庫補助金等特別積立金取崩額

減価償却費

就労支援事業費

就労支援事業販売原価

就労支援事業費用

雑費

雑費

報酬費

諸会費

保守料



1

(単位:円)

平成28年 3月31日現在

第3号の4様式

ひの拠点区分 貸借対照表

増減前年度末当年度末増減前年度末当年度末

負債の部資産の部

2,608,500流動負債 4,757,854 2,149,354△3,868,28237,781,46833,913,186流動資産

1,572,668事業未払金 2,576,522 1,003,854△5,578,57928,168,44522,589,866現金預金

0１年以内返済予定設備資金借入金 1,128,000 1,128,000479,6209,093,3389,572,958事業未収金

△17,500前受金 0 17,5001,260,999203,3181,464,317拠点区分間未収金

1,053,332賞与引当金 1,053,332△30,32243,16712,845貯蔵品

0273,200273,200前払費用

△1,128,000固定負債 10,998,000 12,126,0006,290,35078,134,18384,424,533固定資産

△1,128,000設備資金借入金 10,998,000 12,126,000基本財産

1,480,500負債の部合計 15,755,854 14,275,3546,290,35078,134,18384,424,533その他の固定資産

純資産の部△2,283,84629,903,68127,619,835建物

△1,868,200国庫補助金等特別積立金 15,631,697 17,499,897△870,2472,094,2101,223,963車輌運搬具

8,991,435その他の積立金 53,095,782 44,104,347443,0081,102,9051,545,913器具及び備品

△8,565（就労）工賃変動積立金 65,264 73,82910,000919,700929,700権利

0（就労）設備等整備積立金 2,530,518 2,530,518△8,56573,82965,264（就労）工賃変動積立資産

6,000,000施設設備等整備積立金 35,500,000 29,500,00002,530,5182,530,518（就労）設備等整備積立資産

3,000,000備品等購入積立金 15,000,000 12,000,0006,000,00029,500,00035,500,000施設設備等整備積立資産

△6,181,667次期繰越活動増減差額 33,854,386 40,036,0533,000,00012,000,00015,000,000備品等購入積立資産

2,809,768(うち当期活動増減差額) 2,809,76809,3409,340長期前払費用

941,568純資産の部合計 102,581,865 101,640,297

2,422,068負債及び純資産の部合計 118,337,719 115,915,6512,422,068115,915,651118,337,719資産の部合計



   ・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）によっている。    
   ・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法によっている。

　     所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産                                            
　　　　賃貸借取引に係る方法により会計処理行うことができる定めのあるものを除き、自己所有の固定資産に適用する

　     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産                                            

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

３．法人で採用する退職給付制度

　　　　ｳ　ヴィレッヂたんぽぽ共同生活援助　　　ｴ　日野市障害福祉人材育成

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

　　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 0円
　　　　　　建物（基本財産：たんぽぽたかはたセンター）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　70,803,541円
　　　　　　土地（その他の固定資産）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 0円
　　　　　　建物（その他の固定資産）　　　　　　　　　　　　　　 0円
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　70,803,541円

　　・リース資産                                                                                  

財務諸表に対する注記（ひの拠点区分用）

１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法                                                                

（２）固定資産の減価償却の方法                                                                      
　　・建物並びに器具及び備品－定額法                                                                  

　　･平成27年度から社会福祉法人会計基準（平成23年7月23日制定）に基づいて会計処理を行っている。

　　　　減価償却方法と同一の方法によっている。   

（３）引当金の計上基準                                                                              
　　・退職給付引当金－該当なし。
　　・賞与引当金　　－当該会計年度の負担に属する額を見積り計上する。
　　・徴収不能引当金－未収金等の徴収不能に備えるため、徴収不能のおそれがあるものは、
　　　　　　　　　　　個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。
（４）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　・棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法によっている。
（５）消費税の会計処理方法
　　・税込み経理方式

２．重要な会計方針の変更

    

      　　・独立行政法人福祉医療機構が実施する退職共済制度

４．拠点が作成する財務諸表等とサービス区分

　当拠点区分において、作成する財務諸表は、以下のとおりになっている。                        
（１）ひの拠点財務諸表（第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式） 　　               

６．会計基準第3章4(4)及び(6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

（２）拠点区分資金収支明細書（会計基準別紙３）は当法人の経理規程の定めにより省略している。                                     
（３）拠点区分事業活動明細書（会計基準別紙４）                                         
　　　　ｱ　たんぽぽひのセンター就労継続支援B型　　ｲ　くつろぎ就労継続支援B型

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　・以下の通り該当なし
基本財産の種類

土地（基本）
建物（基本）

合　　計

　　　･該当なし

７．担保に供している資産

担保に供されている資産は、以下のとおりである。                                 



　　　　　　1年以内返済予定設備資金借入金 1,128,000円
　　　　　　設備資金借入金 10,998,000円
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12,126,000円

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

0 0 0
0 0 0

建物 37,516,500 9,896,665 27,619,835
0 0 0

車両運搬具 5,657,910 4,433,947 1,223,963
5,962,808 4,416,895 1,545,913
929,700 0 929,700

0 0 0
50,066,918 18,747,507 31,319,411
50,066,918 18,747,507 31,319,411

債権額
徴収不能引当金の当

期末残高
債権の当期末残高

9,572,958 0 9,572,958
0 0 0
0 0 0
0 0 0

9,572,958 0 9,572,958

　　するために必要な事項

　　　前期繰越活動増減差額の調整

　　　（１）移行調整前の前期繰越活動増減差額 40,036,053円

　　　（２）移行による前期繰越活動増減差額の調整額

　　　　国庫補助金等特別積立金取崩の計算方法による調整額 0円

　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――――――

　　　（３）移行調整後の前期繰越活動増減差額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40,036,053円

　　　前期末支払資金残高の調整
　　　（１）移行調整前の前期末支払資金残高 36,726,287円
　　　（２）移行による前期末支払資金残高の調整額
　　　　貯蔵品の調整額 43,167
　　　　長期前払費用の振替調整額 -9,340円
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――――――
　　　（３）移行調整後の前期末支払資金残高 36,760,114円

建物（基本）

担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産

小　　計
その他の固定資産

構築物

器具及び備品
権利
ソフトウエア

小　　計
合　　計

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

      　　　･該当なし

事業未収金
未収金
未収補助金
長期貸付金

合　　計

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　･該当なし　　

１１．関連当事者との取引の内容

　　　･該当なし　　

１２．重要な偶発債務

１３．重要な後発事象

      　　　･該当なし

１４．その他の社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに

　・社会福祉法人新会計基準移行処理において過年度修正損が生じその内容は次のとおりである。
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